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第１章
はじめに



１-１ 策定の背景と目的

加東市水道事業は、昭和30年代から昭和40年代に合併以前の旧3町がそれぞれ創設した水道事

業に始まり、以来、それぞれの時代の要求に応じて施設の拡充を図り、安全な水道水を市内全域

に安定供給できる体制を構築してきました。

しかしながら、近年、水道行政をとりまく環境は、大きく変化し、人口減少に伴う水需要の減

少や、度重なる地震や台風、局地的な豪雨等の自然災害に対する防災や危機管理対策、施設の老

朽化対策など、状況は、厳しさを増しています。このような経営環境の変化を踏まえ、厚生労働

省は、平成25年3月「安全・強靭・持続」を政策課題とし、50年後、100年後を見据えた『新

水道ビジョン』を策定し、新たに水道事業者が目指すべき方針を提示しました。

また、平成26年には、総務省が中長期的な公営企業経営の基本計画である「経営戦略」の策定

を全国の水道事業体に要請しました。これを受け、加東市水道事業では、『加東市水道事業経営

戦略（2018（平成30）年度～2028（平成40）年度）』（以下、「前経営戦略」という）を

策定し、公表しています。前経営戦略は、後に策定した『加東市水道ビジョン（2019（平成

31）年度～2028（平成40）年度）』（以下、「前ビジョン」という）で位置付ける施策に対

応した実行計画となるものです。

前ビジョンは、国の『新水道ビジョン』の方針を受け、また加東市水道事業においても懸案と

なっている諸課題に対処し、市民のニーズに対応した信頼性の高い水道システムを構築し、次代

に継承していくことを目的としています。

また令和４年度には、これら両計画の目的を達成するために、過年度の取り組みを反映し、詳

細なアセットマネジメント計画（タイプ４Ｄ：将来の水需要や収支の変動を踏まえ、再構築や施

設規模の適正化を考慮した場合の検討手法）による財政シミュレーションを行いました。

ビジョン、経営戦略の中間見直し時期を迎えている今、水道事業の基本方針として策定する両

計画を全面的に見直し、本市水道事業の理想像を明示するとともに『新水道ビジョン』が掲げる

新たな政策課題に対応するため『加東市水道新ビジョン・経営戦略（仮）』を新たに策定するこ

ととし、これと合わせ前経営戦略を改定・統合し、皆さまに公表します。
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図1-1 前ビジョン及び前経営戦略



１-２ 計画の位置づけ、計画期間

第１章はじめに

6

整

合

整

合

厚生労働省 新水道ビジョン

2013（平成25）年３月策定

加東市水道新ビジョン・経営戦略（仮）
【2025（令和７）年度～2034（令和16）年度】

2025（令和７）年3月策定

アクションプラン

加東市水道事業のマスタープラン（最上位計画）

図1-2 加東市水道新ビジョン・経営戦略（仮）の位置付け

第２次加東市総合計画

－後期基本計画－

2023（令和５）年４月策定

【第４章】将来の理想像と施策目標

【第５章】ロードマップ
（投資財政計画、事業スケジュール）

１）計画の位置付け

２）計画期間

計画期間は、2025（令和7）年度から2034（令和16）年度までの10年間とします。

今後、本ビジョンで掲げた目標や取組については、その達成状況を継続的に検証し、計画期間

内であっても、必要に応じて新たな定量的な目標の設定、施策自体の見直しを行います。

図1-3 計画期間

第２次加東市総合計画-後期基本計画-

2023(令和5)年度～2027(令和9)年度

加東市水道新ビジョン・経営戦略（仮）

2025(令和7)年度～2034(令和16)年度



１-３ 加東市の概況

加東市は、兵庫県中央部播磨地方の東部に位置し、東は篠山市と三田市に、南は三木市と小野

市に、西は加西市に、北は西脇市に接しており、総面積は157.５５km2です。地形・地勢は、北

部から北東部にかけて、中国山脈の支脈が延び、これに連なって御嶽山や三草山、五峰山などが

あり、西部を南流する一級河川加古川及びその支流となる東条川や出水川、千鳥川、吉馬川、油

谷川など、多くの河川が地域を潤し、これに沿って河岸段丘と沖積平野が形成されています。

市の成り立ちは、1868（慶応4）年に兵庫県（第１次）の出張所が社村に設けられたことに始

まり、1879（明治12）年の「郡区町村編成法」の施行で旧加東郡が発足し、1889（明治

22）年には、「町村法」が実施され9か村となりました。その後、1953（昭和28）年制定の

「町村合併促進法」に基づき1954（昭和29）年から1955（昭和30）年にかけて「滝野町」

「社町」「東条町」の3町が順次成立し、2006（平成18）年3月に平成の大合併により3町が合

併して現在の加東市となりました。

市内には、新石器や縄文・弥生時代の遺物、古墳などが数多く残され、先史から栄えた地で

あったことを物語っており、中世から戦国時代を経て近世までの間、物資交易の町場として発展

してきました。その後、明治に入ると農業経営の多角化や地場産業などが活況を呈し、1913

（大正2）年には、播州鉄道が開通したことにより近代化が大きく進みました。さらに、昭和40

年代に入ると中国自動車道の開通を機に工業団地を開発し、現在では、先端産業を中心に多くの

企業が操業しています。
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図1-4 加東市位置図 図1-5 加東市周辺の交通網



１-４ 加東市水道事業の概要

2006（平成18）年3月に統合するまでの旧町ごとの水道事業は、それぞれ昭和30年代から

40年代にかけて創設しています。

事業創設後は、町勢の発展に伴う給水区域の拡張や水需要の増加、あるいは水質の悪化などに

対応して、数次にわたり事業の拡張や浄水工程に活性炭吸着処理を追加しました。そして、供給

能力の拡充や水質の安定を図るべく施設整備を行い、1987（昭和62）年から県営水道（浄水）

を受水し、給水区域全域に安全な水道水を安定給水できる体制を整備しました。

合併後の水道事業は、旧町において整備してきた事業をそのまま引き継ぐ形で運営してきまし

たが、合併から2年経過後の2008（平成20）年4月に、広域化による事業運営効率の向上を目

指して、旧社町水道事業に旧滝野町水道事業と旧東条町水道事業を統合し、加東市水道事業を創

設しました。

統合後の事業計画規模は、下表に示すとおりで、計画給水人口が39,000人、計画1日最大給水

量19,500ｍ3となっています。また、2023（令和5）年度末の事業実績は、給水人口39,071

人、年間有収水量4,999,824 、有収率89.2％となりました。
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１）水道事業の沿革

年月 水道事業の沿革 給水人口 一日最大給水量

1957年7月 旧社町水道事業開始 8,000人 1,800

1966年8月 旧滝野町水道事業開始 6,160人 1,927

1970年3月 旧東条町水道事業開始 8,500人 2,040

2006年3月 加東郡社町・滝野町・東条町合併し、加東市へ

2008年4月 加東市水道事業（統合） 39,000人 19,500

2023（令和５）年度末事業実績

給水人口 39,071人

年間有収水量 4,999,824

有収率 89.2％

表1-1 加東市水道事業の変遷（概要）
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２）施設の概要

加東市の水源は、自己水源と兵庫県水道用水供給事業（以下、県営水道という）からの受水に

大別されます。自己水源と県営水道の割合は、2023（令和5）年度末時点で自己水源約43%、

県営水道約57%です。

また、自己水源の内訳は、ダム水（鴨川ダム由来）と表流水（東条川及びその支流から直接く

み上げている水）の２種類です。自己水源取水量割合は、 ダム水約65%、表流水約35％となっ

ています。

表1-2 市内の水道施設数

施設区分 数量 備考

取水施設 ４施設

浄水施設 ２施設

配水施設 21施設

加圧施設 12施設

管路施設 465km

加東市水道事業では、令和５年度末時点で、４つの取水施設、２つの浄水施設、21の配水施設、

12の加圧施設を所有しています。

自己水源

2,438

43%
県営水道

3,167

57%

図1-3 自己水源・県営水道比率

ダム水

5,500

65%

表流水

2,970

35%

図1-4 自己水源取水量（ダム水・表流水）割合

（単位 /年） （単位 /日）
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図1-4 市内の水道施設配置図（現況）



① 取水施設

② 浄水施設
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施設名称 竣工年度 規模・容量 備考

1 山国取水場 1973年 3,000 /日

2 中新池取水塔 1973年 3,000 /日

3 社取水場 1973年 2,500 /日 令和４年度廃止

4 秋津第1取水場 1971年 470 /日

5 秋津第2取水場 2015年 1,030 /日

施設名称 竣工年度 規模・容量 備考

1 広沢浄水場 2022年 5,500 /日

2 滝野浄水場 1973年 2,300 /日 令和４年度廃止

3 秋津浄水場 1986年 2,740 /日

中新池取水塔 秋津第2取水場

表1-3 取水施設

表1-4 浄水施設
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施設名称 竣工年度 規模・容量 備考

1 ステラパーク緊急貯水槽 2012年 100

2 高区1号配水池 1973年 650

3 高区2号配水池 1978年 395

4 高区3号配水池 1981年 3,000

5 高区4号配水池 1985年 3,000 県水受水地点

6 中区配水池 1995年 3,000

7 嬉野東配水池 2017年 165

8 やしろ台配水池 2004年 168

9 平木1号配水池 1977年 63

10 平木2号配水池 1989年 100

11 上鴨川配水池 1989年 165

12 滝野配水池 1999年 2,000

13 黒石山配水池 1987年 2,000 県水受水地点

14 扇山配水池 2006年 300

15 光明寺配水池 2004年 3.4

16 秋津配水池 1985年 1,500

17 岩屋第1配水池 1981年 800

18 岩屋第2配水池 1961年 270

19 南山第1配水池 1996年 1,500 県水受水地点

20 南山第2配水池 2013年 800

21 永福配水池 1989年 1,000 県水受水地点

③ 配水施設
表1-5 配水施設

※ 災害対策としてステラパーク緊急貯水槽のほか、水道事業で所有・管理している施設ではないが、旧滝野庁舎

駐車場にも緊急貯水槽が設置されている。
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施設名称 竣工年度 規模・容量 備考

1 やしろ台加圧ポンプ所 2004年 - 受水槽なし

2 山口第1加圧ポンプ所 1989年 150

3 馬瀬第2加圧ポンプ所 2012年 100

4 平木加圧ポンプ所 1989年 28

5 湖翠苑加圧ポンプ所 1991年 50

6 下ノ山加圧ポンプ所 1978年 62.5

7 下滝野加圧ポンプ所 2004年 3

8 光明寺加圧ポンプ所 2004年 3

9 黒谷加圧ポンプ所 2013年 38

10 西戸加圧ポンプ所 2012年 - 受水槽なし

11 岩屋中継ポンプ所 2005年 120

12 大谷加圧ポンプ所 1961年 150

④ 加圧施設

黒谷加圧ポンプ所 下滝野加圧ポンプ所

表1-6 加圧施設

嬉野東配水池 南山第1・第2配水池
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３）組織の概要

加東市では、上下水道部として水道事業と下水道事業の2事業の運営を行っています。また管理

課と工務課の二課体制で業務を執行しています。

上下水道部

管理課

経営管理係
お客さま

サービス係

工務課

建設係 施設係

上下水道部は、18名（2023年（令和５）年度末時点）で構成されています。2006（平成

18）年度から副課長以下の正規職員数が漸減しており、マンパワー不足を補うため、管理課及び

工務課に嘱託・臨時職員・会計年度任用職員、工務課に現場技術員（民間企業からの派遣）の配

置を行っています。

0

4

8

12

16

20

24

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

（人） 職員構成

部長・参事 管理課 工務課 現場技術員 嘱託・臨時・会計年度任用職員

図1-5 上下水道部の組織体制

図1-6 職員構成
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４）水道料金

加東市の水道料金体系は、「基本料金」と「従量料金」を組み合わせた「二部料金制」であり、

基本料金は、口径の大きさによって料金を設定した「口径別料金体系」を、従量料金は、「逓増

型従量料金体系」を採用しています。

契約口径 基本水量（ 以下） 金額（税抜）

20mm以下 10 1,800円

25mm 60 12,760円

30mm 100 23,300円

40mm 140 35,740円

50mm 200 54,460円

75mm 600 170,200円

100mm 1,000 289,340円

150mm 2,000 578,680円

臨時用 各口径の基本料金

消火栓 1栓につき 1,800円

分譲地用 なし

表1-8 基本料金表（2か月分）

契約口径 基本水量を超える使用水量 1 あたり金額（税抜）

20mm以下

11 以上20 まで 126円

21 以上60 まで 186円

61 以上100 まで 204円

101 以上200 まで 220円

201 以上 254円

25mm

61 以上100 まで 204円

101 以上200 まで 220円

201 以上 254円

30mm
101 以上200 まで 220円

201 以上 254円

40mm
141 以上200 まで 220円

201 以上 254円

50mm 201 以上 254円

75mm 601 以上 272円

100mm 1,001 以上 296円

150mm 2,001 以上 296円

臨時用 使用水量1 につき 296円

消火栓 -

分譲地用 使用水量1 につき 220円

表1-9 従量料金表



第２章
これまでの取組状況



２-１ 前ビジョンのフォローアップ

2018（平成30）年に策定した前ビジョンでは、「おいしい水が笑顔を運ぶ しあわせなまち

加東」をスローガンとして、「安心」「安定」「持続」の3つの施策目標に則った実現方策を設定

しました。

本項目では、前ビジョンで掲げた方策の進捗状況を確認するとともに、この間で取り組んでき

た事項の現状を評価し、新たな課題を抽出します。

第２章これまでの取組状況
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図2-1 前ビジョンの基本理念と施策目標（前ビジョンP.46）
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目標 実現方策 主な取組 評価 方針
4章での施策

掲載ページ

【安全】

安全・安心で

おいしい水の

供給

原水水質管理の強化
・水源環境の保護 A 維持

・水質検査の強化 A 維持

浄水水質管理の強化

・水道法に基づく水質基準の確保

（臭気、残留塩素濃度など）
A 維持

・水質検査体制の強化 A 維持

直結給水の適用範囲の拡大 ・直結給水の適用範囲拡大の検討 A 維持

【強靭】

強靭な水道の

構築

水運用体制の整備

・施設管理の効率化 A 維持

・管路マッピングシステムの機能強化 B 維持

・自己水源の取水割合の見直し A 維持

・配水管網のループ化 A 維持

・緊急時の代替配水を確保する連絡配水管の整備 B 改善

・広域連携の検討 A 維持

耐震化の推進 ・施設及び基幹管路の耐震化の推進 B 維持

災害・事故対策の体制整備

（予防及び応急復旧対策）

・緊急時を想定した訓練の定期的な実施 A 維持

・緊急時を想定した応急復旧の運用体制の確立 B 改善

・水道危機管理マニュアルの見直しと

「水道業務継続計画」（水道BCP）の策定
A 維持

【持続】

持続性の確保

老朽施設・管路への対応
・アセットマネジメント手法による施設、管路の

更新
B 維持

水道料金の適正化 ・適正な料金体系を定期的に検討 A 維持

事業運営の効率化

・事業投資の平準化 A 維持

・維持管理の官民連携方策を検討 A 維持

・広域連携の可能性の検討 A 維持

技術の継承 ・外部からの派遣専門職員の活用と人材の育成 A 維持

需要者サービスの向上
・民間委託業者の指導・育成 A 維持

・広報・広聴活動の充実 A 維持

環境負荷の低減 ・省電力化による地球温暖化対策の推進 A 維持

水資源の有効利用 ・有収率の向上 A 改善

資源循環の推進
・浄水汚泥の活用 A 維持

・建設副産物のリサイクル A 維持

～評価の内容～
Ａ：「順調」問題なく進展している
Ｂ：「概ね順調」具体的な成果は出ていないが協議や調査などを進めている、又は計画期間終了までに目標を達成できる見込みである
Ｃ：「遅れている」進展が見られない、又は計画期間終了までに目標を達成できる見込みがない

表2-1 これまでの取組状況の評価（総括表）



２-２ 【安全】の取組状況

① 水源環境の保護

加東市の自己水源は、ダム水（鴨川ダム）及び東条川の表流水を利用しています。原水水質に

異常が発生する恐れがあった場合は、ダム管理者に対策を依頼する体制が整っているほか、加古

川水系水道管理者協議会に参加し、東条川管理者と情報の共有を行っています。

また、県営水道（船津浄水場、三田浄水場）から浄水を受水しています。水質管理基準を超過

した場合は、県企業庁から緊急連絡通報が入る体制があります。令和４年度に三田浄水場で水質

異常が発生した際、第一報については、緊急連絡を受け対処できましたが、以降の情報共有は、

滞りがちであったため、改善について県に要望し、インターネットを活用した県営水道の事故情

報共有の仕組みが新たに設置されました。

② 水質検査の強化

大雨後の河川増水時には、原水濁度上昇への影響が懸念されるため、浄水処理において適宜の

対応を行っています。また秋津取水場の上流に位置するゴルフ場では、排水される雨水が原水の

水質に影響を及ぼす恐れがあることから、農薬検査を年１回実施しています。

その他、藻の発生予想時期（4月～11月）において、原水の水質検査頻度を週１回に拡充する

ことで臭気発生の兆候を把握し、必要に応じ活性炭処理を行いました。
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１）原水水質管理の強化

活性炭注入設備

維持

維持



① 水道法に基づく水質基準の確保（臭気、残留塩素濃度など）

前述の水質検査頻度の拡充や、水質管理データに基づく適正な浄水処理により、臭気発生や水

質悪化など、あらゆるリスクの管理体制（即応体制）を強化しています。また、2022（令和4）

年度には、秋津浄水場及び広沢浄水場の「水安全計画」を策定しました。

② 水質検査体制の強化

日本の水道水は、水道法施行規則により「給水栓における水が、遊離残留塩素を0.1mg/L以上

保持するように塩素消毒をすること。」（第17条3項）と定められています。給水区域の末端部

の水質基準を確保するため、残留塩素濃度を毎日測定し、濃度が基準値（0.1mg/L）以下になる

恐れが生じた場合、追加塩素措置や排泥管（ドレン）の弁操作を行っています。

また、毎年度、水質検査計画を策定し、計画の内容及び検査結果についてホームページに公表

しています。
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２）浄水水質管理の強化

令和6年度 水質検査計画

維持

維持

加東市水安全計画書



① 直結給水の適用範囲の拡大の検討

加東市では、これまで3階建て以上や大口需要の建物への給水について、受水槽を設置して給水

する方法を採用してきました。受水槽方式は、水量の調整や給水管への負担が少なくなる一方で、

槽の管理が不十分な場合、衛生上の問題が生じる可能性があります。近年では、省エネルギーの

観点からも、直結給水方式の推進が図られています。

このような現状から、近隣市町の規制緩和状況を調査し、断水リスクと費用対効果を考慮しな

がら検討した結果、2022（令和４）年４月より『3階直結直圧給水取扱要項』を策定し、直結給

水の適用範囲を3階まで拡大しました。

上記の要項により、直結給水の適用範囲の拡大については、検討・対応が終了したため、今後

は、検討結果に従い、3階建てまでの建物への直結直圧方式による給水を周知、維持していきます。
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３）直結給水適用範囲の拡大

維持

図2-2 直結給水方式への転換イメージ



① 施設管理の効率化

事業運営の効率化を図るため、遊休施設であった黒石山配水池（RC造）を2020（令和２）年

度に、平間水源を2021（令和３）年度に廃止撤去しました。また、平間水源跡地については、

2023（令和５）年度から民間事業者に貸し出しを行い、有効活用しています。

② 管路マッピングシステムの機能強化

管路マッピングシステムは、管路の情報と地理情報が連携されたシステムです。加東市では、

水道施設台帳としても活用しており、毎年度工事データを更新、蓄積させています。管網解析機

能は、漏水時の対応に有効であり、また、解析結果を応用した断水等シミュレーションも可能と

なるため、管路マッピングシステムの機能強化を検討しています。

２-３ 【強靭】の取組状況
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旧平間水源跡地（駐車場用地として貸出）

１）水運用体制の整備

維持

維持



③ 自己水源の取水割合の見直し

自己水源と県営水道の取水割合を50%前後とする水運用体制を実施しており、この5年間は、

概ね目標水準で運用できています。

④ 配水管網のループ化

社地域において配水管網のループ化工事を行いました。これにより、当該地域内での水圧や水

質が均一化され、安定しました。一方で漏水箇所の発見がしにくくなるというデメリットもあり

ますが、水量計・水圧計を集中監視システムで監視することで、漏水事故の早期発見と修繕を行

いました。
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維持

年度 自己水源 県営水道

令和元年度 44.8% 55.2%

令和2年度 45.2% 54.8%

令和3年度 44.8% 55.2%

令和4年度 44.7% 55.3%

令和5年度 43.5% 56.5%

表2-2 取水割合の年度別推移

維持

年度 配水管 給水管

令和元年度 22件 34件

令和2年度 18件 50件

令和3年度 14件 51件

令和4年度 20件 60件

令和5年度 20件 71件

表2-3 漏水件数の年度別推移
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改善

加東市内の配水区域図

⑤ 緊急時の代替配水を確保する連絡配水管の整備

漏水事故時等による代替配水機能を確保するため、黒石山配水池と滝野配水池、高区配水池と

中区配水池の各配水区域をつなぐ連絡配水管を整備しました。



⑥ 広域連携の検討

厚生労働省から『水道広域化検討の手引き』が公開され、新たな水道広域化の実現可能性につ

いての検討が求められる中、兵庫県主導のもと「兵庫県水道事業のあり方懇話会」が開催されま

した。そこでの提言を踏まえ、加東市においては、緊急時の備えとして連絡管による応援給水箇

所を検討しました。

検討の結果、2020（令和2）年度に隣接市である丹波篠山市との間で協定を締結し、両市で市

境への応援給水連絡管を整備しました。2021（令和3）年度以降は、上記協定に基づき、毎年丹

波篠山市との合同による応援給水連絡管の操作訓練を実施しています。
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維持

加東市-丹波篠山市緊急連絡管（平木地区）



① 施設及び基幹管路の耐震化の推進

加東市では、既存の耐震化計画に基づき、基幹管路を優先して耐震化を進めてきました。

2022（令和４）年度に策定したアセットマネジメント計画に基づき、既存の計画を一新しまし

た。

新たに策定した施設管路耐震化・更新計画において、基幹管路の区分を見直しています。既存

の耐震化計画では、基幹管路を「導水管、送水管及び管路の用途に関わらずΦ250㎜以上の口

径」と区分していましたが、上記のほか、取水・浄水・配水の各施設間を結ぶ管路も含めるよう

再定義しました。結果、2022（令和4）年度における基幹管路耐震化率は、39.8％でしたが、

再定義後の管路区分による延長の増加に伴い、2023（令和５）年度末時点の基幹管路耐震化率

は、32.9％となり、割合は減少しています。

また、前ビジョンの計画期間最終年度末の基幹管路耐震化率の目標値は、管路区分見直し前の

60.9%から、管路区分見直し後は、28.6％となっています。
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２）耐震化の推進

維持

図2-3 管路区分の見直し内容（出典『加東市水道事業アセットマネジメント計画』）



広沢浄水場を更新して滝野浄水場を廃止する統合浄水場整備により、広沢浄水場の耐震化が

2024（令和６）年度に完了しました。

（なお、統合浄水場整備に関連する工事としては、2024（令和６）年度末時点で滝野浄水場及

び関連施設の撤去を施工中です）

また、配水池等の耐震化についても、重要度の高い施設から順番に進めています。2024（令

和6）年度は高区配水池や中区配水池などの耐震二次診断を行いました。診断の結果により、今後

必要に応じて補強などの対策を講じます。
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広沢浄水場浄水設備棟 広沢浄水場管理棟・浄水池

年度 耐震化率

平成30年度 21.2%

令和元年度 26.2%

令和2年度 26.7%

令和3年度 34.6%

令和4年度 39.8%

令和5年度 32.9%

表2-4 基幹管路耐震化率の年度別推移

基幹管路耐震化工事の様子



① 緊急時を想定した訓練の定期的な実施

地域防災計画に基づき、緊急時を想定した初動マニュアルを作成しました。また、施設の運転

管理委託業者と共同で、緊急貯水槽の作業訓練を行った他、日本水道協会兵庫県支部主催の応援

給水訓練や日本水道協会東播ブロックの伝達訓練に参加しました。

2024（令和６）年１月に発生した能登半島地震では、日本水道協会の要請に応じ、応援給水

活動を行いました。（2024（令和６）年２月２日～９日：給水車1台+乗用車1台+職員派遣3名

での出動）

② 緊急時を想定した応急復旧の運用体制

施設の情報を監視するシステムについて、クラウド化の導入を検討しています。アメリカ国内

最大の石油パイプラインがサイバー攻撃を受けた事例があるため、セキュリティ技術確認などの

情報を収集するとともに、災害非常時に備えたシステムの分散化の推進も必要です。
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３）災害・事故対策の体制整備（予防及び応急復旧対策）

維持

改善

写真挿入予定

図2-4 集中監視システム画面（広沢浄水場内）



③ 水道危機管理マニュアルの見直しと水道業務継続計画（水道BCP）の策定

緊急時において自治体や民間事業者からの受援体制を確立するため、2008（平成10）年に締

結した「兵庫県水道災害相互応援に関する協定」に基づき、県下の各市町と、応急復旧の運用体

制について検討しました。検討内容の一部は、運用に至っています。（参照：p.25「2-3（1）

⑥広域連携の検討」）

また、適切な水道職員の行動・配置を考慮し、水道危機管理マニュアルの適時更新を行ったほ

か、地域防災計画に基づく職員行動マニュアルとの整合、及び下水道事業との一体性にも配慮し

た「上下水道事業業務継続計画（上下水道ＢＣＰ）」を2022（令和４）年度に策定しました。
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維持

図表挿入予定

上下水道BCP 加東市地域防災計画



２-４ 【持続】の取組状況

第２章これまでの取組状況

30

① アセットマネジメント手法による施設・管路の更新

アセットマネジメントとは、「中長期的な視点から、水道施設のライフサイクル全体にわたっ

て効率的かつ効果的に水道施設を管理運営する体系化された実践活動」と定義されており、持続

可能な水道事業の運営に欠かせない最も基本的な取り組みとなります。

加東市では、水道の基盤強化を図るため、水道法の一部改正により必要措置として講じられた

「適切な資産管理の推進」において義務付けられた「水道施設台帳の整備」を2020（令和２）

年度から2021（令和３）年度にかけて実施しました。

2022（令和４）年度には、新たに整備した水道施設台帳の資産情報をもとに、中長期的な視

点に立った50年間のアセットマネジメント計画を策定しました。

アセットマネジメント計画において算出基礎とした投資予定のうち、管路については、漏水事

故の履歴や災害拠点の有無などから更新優先度等を検討し、また、施設については、一次耐震診

断を踏まえた二次耐震診断や補強工事の実施などにより、各事業計画を取りまとめて施設管路耐

震化・更新計画を作成しました。

１）老朽施設・管路への対応

維持

図2-5 管路耐震化更新計画



① 適正な料金体系を定期的に検討

水道料金については、前ビジョンで掲げた施策目標において、４年ごとに検討することになっ

ており、2019（令和元）年度と2023（令和５）年度の２回の検討を行いました。

適正な料金の検討に当たっては、将来の経営状況を見通す必要があるため、厚生労働省提供の

アセットマネジメントの簡易支援ツールを用いた50年間の財政シミュレーションをもとに１回目

の検討を行い、また、水道施設台帳を整備し、より詳細なアセットマネジメント計画を反映した

再度の財政シミュレーションにより、２回目の検討を行いました。

１回目の検討では、2024（令和６）年度の料金改定を見積りましたが、２回目の再検討にお

いて収支計画を精査した結果、料金改定時期を2028（令和10）年度で見直すことになりました。

ただし、今後の経営状況により条件は変動するため、引き続き、４年ごとに適正な料金について

検討することを確認しました。
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２）水道料金の適正化

維持

図表挿入予定



① 事業投資の平準化

アセットマネジメントのレベルアップを図るため、2020（令和２）年度から2021（令和３）

年度にかけて、施設・管路に係る工事データ及び資産データの整理により水道施設台帳を整備し

ました。

2022（令和４）年度には、水道施設台帳の資産情報をもとに、将来にわたり財政均衡を保ち

つつ投資を行う内容の「施設管路耐震化・更新計画」を立案するとともに、物価上昇等による工

事費や人件費の高騰及びコスト縮減策を盛り込んだ新たなアセットマネジメント計画を策定しま

した。

また、計画遂行のためのマンパワー確保の観点では、技術職員の確保が難しい中、民間企業か

ら技術者の派遣を受け、現場技術員からノウハウを習得することで、職員の更なるスキルアップ

を図っています。

② 維持管理の官民連携方針を検討

民間ノウハウの活用は、効率化やコスト削減などの効果を検討して実施しています。「水道施

設運転管理及び会計等事務業務委託」を継続実施していることで、事務処理の効率化に繋げてい

ます。
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３）事業運営の効率化

維持

維持

図2-6 水道施設台帳例（秋津浄水場）



③ 広域連携の可能性の検討

広域連携に関しては、「兵庫県水道事業のあり方懇話会」の提言を踏まえ、兵庫県主導のもと、

地域別協議会（加東市は５市１町で構成する北播磨グループ）の中で連携方策を検討してきまし

た。加東市は、「北播磨広域化自立圏共生ビジョン」の中で検討してきた取組を共有し、 2020

（令和２）年度から３市１町による水道メーターの共同購入に参加しています。水道メーターの

共同購入については、2023（令和５）年度からさらに１市が加わり、４市１町となりました。
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維持

兵庫県水道事業のあり方に関する報告書 図2-7 水道メーター共同購入による効果



① 外部からの派遣専門職員の活用と人材の育成

派遣専門職員（現場技術員）の技術を市職員が習得することで、職員の更なるスキルアップを

図りました。また、職員の専門分野研修として、日本水道協会、大阪水道総合サービス、兵庫県

まちづくり技術センター主催の各種研修に参加しました。
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４）技術の継承

維持

① 民間委託業者の指導・育成

加東市では、水道開栓・閉栓、メーター検針及び料金請求・徴収等の需要者サービスに関連す

る業務のほか、浄水場の施設運転管理業務を民間事業者に委託しており、専門職として教育・訓

練された一定水準の従業員が一部維持管理業務を行っています。

維持管理業務の民間委託は、需要者サービスの維持・向上及び業務の効率化を図るため、業務

の受託者との業務履行上の打ち合わせや履行確認など、指導・育成による更なるスキルアップを

行いました。

５）需要者サービスの向上

維持

現場技術員による施工現場検査

図表挿入予定

工事打合せ協議の様子
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② 広報・広聴活動の充実

広報紙や市ホームページでクレジットカード決済の普及のためのPRを行いました。また、水道

週間には、市内の保育園、こども園、幼稚園、小中学校の水道設備点検を行い、節水意識や水資

源の大切さを伝える活動を行いました。

水道フェスタでは、水道週間前後の休日1日を使い、社ショッピングパークBioのイベントブー

スにて、パネル展示や水道管の展示の他、実験や水道水飲み比べ等の住民参加型イベントを実施

しています。

維持

図表挿入予定

図2-8 広報誌への情報掲載



① 省電力化による地球温暖化対策の推進

施設統廃合や配水区域の見直しなどにより、不要な電力消費を削減し、効率的な設備運転を推

進する取組として、2020（令和２）年度から着手した広沢浄水場と滝野浄水場の統合浄水場整

備は、2024（令和６）年度に完了しました。また、アセットマネジメント計画の中では、黒石

山配水池（ＲＣ）の廃止や、各加圧ポンプ所における受水槽機能の廃止可否について検討し、さ

らなる省力化を行いました。

CO2を削減するため、新技術導入の取組として、平木加圧ポンプ所のポンプ設備更新に際し、

省電力型機器を導入しました。
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６）環境負荷の低減

維持

平木加圧ポンプ所のポンプ設備 山口第1加圧ポンプ所（受水槽廃止予定）

① 有収率の向上

流量計、水圧計の情報をシステムで監視し、漏水事故の早期発見と迅速な修繕を行っています。

2024（令和６）年度には、兵庫県取りまとめによる「衛星画像を活用した広域漏水調査」に

着手しました。

７）水資源の有効活用

改善

電磁式流量計



① 浄水汚泥の活用

浄水処理の過程で発生する浄水汚泥については、園芸用土として活用しています。

② 建設副産物のリサイクル

工事で発生するコンクリート殻やアスファルト殻等は、適切に分別し、産業廃棄物処理施設と

して認可を受けた処理場で適切に処理されています。また、建設発生土については、現場内や他

工事への流用を積極的に行いました。
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８）資源循環の推進

維持

維持

図表挿入予定



２-５ その他の取組状況
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① お客様サービスの充実

お客様の利便性向上のため、水道料金収納のキャッシュレス化を検討し、令和3年度にスマート

フォン決済を導入しました。令和４年度は、スマートフォン決済事業者をさらに2社追加し、令和

５年度からは、開栓・閉栓手続き、完納証明等について、電子申請での対応が可能になりました。

② DX（デジタルトランスフォーメーション）に関する取組

加東市では、会計等事務委託先が直接雇用する検針員９名で、水道メーターの検針を行ってい

ます。しかしながら、検針困難地（水道メーターが敷地内の門戸内にあり、家人等に検針のため

に鍵を開けてもらう必要がある場所のほか、地下埋設、草木、高所及び狭所などに設置されてい

る場合）については、検針員以外の委託先従業員が別途に検針しています。

このような状況を踏まえ、 2023（令和５）年度から検針困難地に対し「水道スマートメー

ター」を試験導入しています。

スマートフォンからも手続きが可能に





第３章
事業の将来環境



市内の人口は、ここ10年、39,000～40,000人前後で安定して推移しており、令和5年度末

（2023年度末）現在で39,462人となっています。一方、市内の世帯数に注目すると、平成26

年度末（2014年度末）には15,303世帯でしたが、令和5年度末（2023年度末）には17,671

世帯まで増加しています。

３-１ 人口と水需要の予測
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１）人口と世帯数の変化
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図3-2 人口と世帯数の推移（将来予測）

人口 世帯数

加東市人口ビジョンによる将来人口予測では、10年後の令和15年度（2033年度）に38,303

人まで減少する見込みです。世帯数も、令和11年度（2029年度）までは増加傾向ですが、その

後は減少に転じる予測となっています。



人口同様、有収水量についても、ここ10年、安定して13,000 /日台で推移しています。令和

5年度（2023年度）では、有収水量13,699 /日に対し、生活用8,382 /日（約61%）、業務

営業用2,477 /日（約18%）、工場用2,840 /日（約21%）となっています。
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２）水需要の変化

将来予測においても、人口減少に反し水需要自体にさほど変化はありません。これは、世帯数

の伸びと、加東市においては、生活用以外の水量が約4割存在していることが影響しているものと

推察できます。
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（ ） 図3-3 有収水量と最大配水量の推移（実績）
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（ ） 図3-4 有収水量と最大配水量の推移（将来予測）
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加東市の水源は、自己水源と県営水道に大別でき、県営水道は、県営三田浄水場から高区、南

山、永福配水池で受水しており、県営船津浄水場からは、黒石山配水池で受水しています。

３-２ 水道施設や管路の状況
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１）取水施設

施設名称 竣工年度 経過年数 備考

山国取水場 1973年 51年

中新池取水塔 1973年 51年

秋津第1取水場 1971年 53年

秋津第2取水場 2015年 10年

系統 受水地点 計画受水量 責任水量

三田浄水場

高区4号配水池 6,050 /日 4,235 /日

南山第1配水池 1,660 /日 1,162 /日

永福配水池 800 /日 560 /日

船津浄水場 黒石山配水池 3,190 /日 2,233 /日

表3-1 県営水道受水の状況

自己水源の取水施設は、表3-2のとおりです。竣工後50年以上が経過している施設も多く、今

後は、老朽化の状況を確認し、アセットマネジメント計画により、適切な時期に設備更新を行う

必要があります。なお、滝野浄水場で処理する原水の取水施設である社取水場は、滝野浄水場廃

止に伴い廃止しました。

表3-2 取水施設の状況

山国取水場 社取水場

※経過年数は、2024（令和６）年度末現在の計算とする。



浄水施設は、市内に２施設あり、全て急速ろ過方式を採用しています。急速ろ過は、処理でき

る水量が多く、比較的濁度の高い水の処理に適しています。

広沢浄水場は、老朽化に伴う滝野浄水場の廃止に合わせ、統合浄水場としての整備事業に着手

しました。令和4年度（2022年度）に一部供用開始しており、令和6年度（2024年度）に全て

の設備で整備が完了しました。

秋津浄水場は、竣工から46年が経過し、老朽化が進んでいるため、耐震化を施す必要がありま

す。
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２）浄水施設

施設名称 竣工年度 経過年数 備考

広沢浄水場 2022年 2年

秋津浄水場 1978年 46年

表3-3 浄水施設の状況

広沢浄水場 秋津浄水場

※経過年数は、2024（令和６）年度末現在の計算とする。



配水施設は、21施設あり、このうち10施設が1970年から1990年代に竣工しているため、

30年以上が経過し、老朽化が進んでいます。今後は、施設の更新及び耐震化を進める一方で、水

需要の減少に合わせたダウンサイジングや統廃合の検討も必要となります。
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３）配水施設

施設名称 竣工年度 経過年数 備考

ステラパーク緊急貯水槽 2012年 12年

高区1号配水池 1973年 51年

高区2号配水池 1978年 46年

高区3号配水池 1981年 43年

高区4号配水池 1985年 39年 県水受水地点

中区配水池 1995年 29年

嬉野東配水池 2017年 7年

やしろ台配水池 2004年 20年

平木1号配水池 1977年 47年

平木2号配水池 1989年 35年

上鴨川配水池 1989年 35年

滝野配水池 1999年 25年

黒石山配水池 1987年 37年 県水受水地点

扇山配水池 2006年 18年

光明寺配水池 2004年 20年

秋津配水池 1985年 39年

岩屋第1配水池 1981年 43年

岩屋第2配水池 1961年 63年

南山第1配水池 1996年 28年 県水受水地点

南山第2配水池 2013年 11年

永福配水池 1989年 35年 県水受水地点

表3-4 配水施設の状況

※経過年数は、2024（令和６）年度末現在の計算とする。



加圧施設は、主に標高の高いエリアへの送配水を目的とした施設で、市内に12施設あります。

竣工年度は、比較的新しいものから古いものまで様々です。ポンプ設備の更新時に、より省効率

な機器の選定に努めているほか、受水槽機能の要否についても検討を行っていきます。
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４）加圧施設

施設名称 竣工年度 経過年数 備考

やしろ台加圧ポンプ所 2004年 20年 受水槽なし

山口第1加圧ポンプ所 1989年 35年

馬瀬第2加圧ポンプ所 2012年 12年

平木加圧ポンプ所 1989年 35年

湖翠苑加圧ポンプ所 1991年 37年

下ノ山加圧ポンプ所 1978年 46年

下滝野加圧ポンプ所 2004年 20年

光明寺加圧ポンプ所 2004年 20年

黒谷加圧ポンプ所 2013年 11年

西戸加圧ポンプ所 2012年 12年 受水槽なし

岩屋中継ポンプ所 2005年 19年

大谷加圧ポンプ所 1961年 63年

表3-5 加圧施設の状況

岩屋中継ポンプ所

※経過年数は、2024（令和６）年度末現在の計算とする。



図3-5は、市内の水道管路（約465km）を布設年度別に並べたものです。2024（令和6）年

度末時点では、布設後60年以上が経過した水道管は、ほとんどありません。一方で1970～80年

代に布設した管路の経年化が進んでおり、今後は、徐々に経年管の割合が増えていくものと予想

できます。
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５）管路施設

2022（令和４）年までは、基幹管路の更新に合わせて耐震化を図っていました。今後は、策

定した管路更新計画に基づき、優先度の高い管路から順次更新を進めていきます。
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（ｍ） 図3-5 布設年度別管路延長

老朽管（布設後60年以上経過）

経年管（布設後40～59年経過）

健全管（布設後40年未満）



下の図3-6から図3-9までは、市水道事業が所管する資産に対し、更新を一切しなかった場合

の健全度の推移を表したものです。
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６）資産の健全度
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図3-6 管路資産の健全度
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図3-7 建築資産の健全度
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図3-8 機械・電気・計装資産の健全度
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図3-9 土木資産の健全度

健全資産 経年化資産 老朽化資産

健全資産 経過年数が法定耐用年数以下の資産

経年化資産 経過年数が法定耐用年数の1.0倍以上1.5倍以下の資産

老朽化資産 経過年数が法定耐用年数の1.5倍を超える資産

表3-6 健全度の区分

耐用年数の短い機械・電気・計装資産は、2044年頃には健全度資産がなくなり、2054年度以

降は、全て老朽化資産となってしまいます。また、管路資産も比較的早いペースで経年化、老朽化

資産の割合が増加していきます。効率よく更新を進め、資産の健全度を維持する必要があります。



３-３ 更新需要の見通し
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図3-10は、『施設・管路耐震化更新計画』に基づいて更新を実施した場合の更新工事費を表し

ています。加東市では、令和4年度にアセットマネジメント計画を策定し、法定耐用年数による更

新需要や、加東市独自の期待使用年数を用いた更新需要など、複数の更新方法について比較検討

した結果、実行可能な投資事業計画である「施設・管路耐震化更新計画に基づいた更新需要」を

採用しました。財源や人員、耐震化優先度などを考慮した計画により、投資規模の平準化を行っ

ています。
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（千円） 図3-10 将来更新需要（耐震化更新計画）

管路平準化 機械・電気・計装平準化 建築 土木



３-４ 財政状況
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３-５ 収支均衡に向けて
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図3-11 県内事業体の水道料金比較（20 /1か月あたり）

■令和元年度からの料金改定幅

（円）

52

図3-11は、兵庫県内の事業体の水道料金を比較したものです。水道事業の経営は、各事業体の

環境的差異に大きく左右されることから、県内事業体の水道料金は、最大で約5.5倍の地域格差が

生じています。一般的に、施設の数が少なく人口密度が高い事業体ほど料金が安く、施設が多く

人口密度が低い事業体ほど料金が高くなっています。

※地方公営企業決算状況調査（兵庫県市町振興課）資料をもとに作成
※県内事業体は令和5年4月1日時点データ
※1か月あたりの税込み料金
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第４章
将来の理想像と施策目標



持続性の確保Ⅲ持続

新ビジョン・経営戦略（仮） 基本理念

新ビジョン・経営戦略（仮） 施策目標

安全・安心でおいしい水の供給

強靭な水道の構築

Ⅰ安全

Ⅱ強靭

４-１ 基本理念と施策目標、実現方策の設定
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前ビジョンでスローガンとして掲げた「おいしい水が笑顔を運ぶ しあわせなまち加東」の基

本理念を引き継ぎ、「安心」「安定」「持続」の観点から「加東市新水道ビジョン・経営戦略

（仮）」の実現に向けた実現方策を設定します。

１）基本理念と施策目標
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基本理念のもと掲げた３つの柱となる施策目標について、それぞれ計画的に事業運営に反映さ

せるための実現方策を設定します。

２）実現方策の設定

施策目標Ⅰ【安全】 “安全・安心でおいしい水の供給”

水道事業において、何よりも優先すべき使命は、安全・安心な水を供給することです。
そのために、水源から蛇口に至るまでの一貫した水質管理による安全性を確保すべく、諸関係

団体との連携を図った水質検査体制や水質基準の確保、水安全計画に基づくリスク管理を強化す
るとともに、水道水を取り巻く環境の改善を図り、サービスの内容や質など高度化している需要
者ニーズを満足させるおいしい水の供給を目指して、次のとおりに実現方策を定めます。

施策目標Ⅱ【強靭】 “強靭な水道の構築”

Ⅰ安全

２ 浄水水質管理の強化

１ 原水水質管理の強化

Ⅱ強靭
２ 耐震化の推進

１ 水運用体制の整備

３ 災害・事故対策の体制整備
（予防及び応急復旧対策）

水道は、市民生活や産業活動にとって欠くことのできないライフラインとして重要な役割を
担っており、災害時であっても不足することなく供給することが求められています。
そのために、水運用体制を整備し、地震等の自然災害や水質事故などのあらゆる非常事態にお

いて、被害を最小限に抑えつつ、柔軟な応急措置や早期復旧が行えるなど、災害に強い水道シス
テムの構築を目指して、次のとおりに実現方策を定めます。
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施策目標Ⅲ【持続】 “持続性の確保”

水道事業が将来にわたり安全でおいしい水を安定して供給するためには、健全な事業運営を
持続していくことが不可欠です。
そこで、健全な事業運営を持続するためには、現在のサービス水準（水道水の水質、水量、

料金、緊急時の対応等）を落とすことなく、コスト縮減や民間活用など、効率のよい水道シス
テムの構築を図るとともに、水道技術の継承や事業に携わる人材を育成しつつ、需要者に対す
る積極的な情報発信と市民ニーズの把握に努めて、サービス水準を向上させなければなりませ
ん。また、公益的サービスの提供者としての社会的責任と、あわせて、自然の恵みである水を
利用している立場から環境対策も必要です。運営基盤を強化し、水道事業の持続を図ることは、
健全な水循環系の構築につながり、環境保全を推進することが可能となります。
そのためには、省エネルギーや資源の有効利用などに積極的に取り組み、資源循環に配慮し

た水道システムの構築を目指して、次のとおりに実現方策を定めます。

Ⅲ持続
２ 水道料金の適正化

１ 老朽施設・管路への対応

３ 事業運営の効率化

５ 需要者サービスの向上

４ 技術の継承

６ 環境負荷の低減

８ 資源循環の推進

７ 水資源の有効利用



４-２ 【安全】の実現方策
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① 水源環境の保護

加東市の自己水源は、すべて地表水（ダム水、表流水）に依存しており、鴨川ダム管理者、大

川瀬ダム管理者、東条川管理者及び県企業庁と連携して、藻類の発生など、原水水質変化に関す

る情報をいち早く把握し、適正な浄水処理をしなければなりません。

引き続き、これまでの取り組みを継続するとともに、新たに生じる課題については、各施設管

理者及び県企業庁との連携により、迅速な対応に努めます。

② 水質検査の強化

引き続き、秋津取水場周辺のゴルフ場の農薬検査を年1回以上実施するとともに、有機フッ素化

合物含有量など、水質変化に注視し、検査項目及び頻度を適宜強化します。

また、大雨後の増水による濁水の監視、及び藻の発生が予想される4月から11月の水質検査に

ついても継続して実施し、必要に応じた対応を行います。

表4-1 水源と留意すべき原水水質

１）原水水質管理の強化

施設名称 水源系統 留意事項 留意物質

広沢浄水場 鴨川ダム

水位変動

水温変動

植物プランクトン

鉄・マンガン

かび臭・農薬類

総トリハロメタン

秋津浄水場 東条川

水位変動

水温変動

降雨による濁水

鉄・マンガン

かび臭・農薬類

総トリハロメタン
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① 水道法に基づく水質基準の確保（臭気、残留塩素濃度など）

水質計器の導入や運転管理委託により、水質検査体制の充実を図っていますが、近年、夏季に

臭気の発生頻度が増しているため、適切な時期に浄水過程で粉末活性炭を投入し、臭気を低減さ

せるなど、おいしい水の供給に努めています。

2022（令和4）年度に策定した「加東市水安全計画」では、原水の水質悪化や浄水処理機能の

故障など、あらゆるリスクを洗い出し、個々にその監視方法と対応措置を設定することにより即

応体制を強化しています。

今後は、運転管理委託による現状の維持管理を継続するとともに、水安全計画において定めた

監視・対応を実施することにより、水質管理を一層徹底します。

② 水質検査体制の強化

加東市の給水区域は、広範囲にわたっているため、水需要の減少傾向に伴う末端地域の管内滞

留による塩素濃度の低下に対応しなければなりません。残留塩素濃度の適正管理にあたり、引き

続き、給水区域の管末における水質基準を確保するとともに、緊急事態に対応できるよう日頃か

ら定期的な訓練を実施し、水質事故を未然に防ぐ体制を強化します。

２）浄水水質管理の強化

施設名称

高区配水池 光明寺配水池 山口第1加圧ポンプ所 下ノ山加圧ポンプ所

嬉野東配水池 南山配水池 平木加圧ポンプ所 黒谷加圧ポンプ所

滝野配水池 永福配水池 湖翠苑加圧ポンプ所 岩屋中継ポンプ所

黒石山配水池

表4-2 追加塩素設備を有する施設

追加塩素設備（湖翠苑加圧ポンプ所）



４-３ 【強靭】の実現方策
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① 施設管理の効率化

広沢浄水場の更新に伴い、供用停止した滝野浄水場、社取水場、奥の池の撤去工事を行ってい

ます。（～令和８年度完了予定）

広沢浄水場に隣接する中新池では、民間事業者がソーラーパネルを設置しており、水道事業と

して使用料収入を得ています。引き続き、資産の有効活用と施設の合理的な運転、更新手法の見

直しによるコスト縮減などを図り、施設管理の効率化を推進します。

資産の有効活用（中新池：ソーラーパネルの設置）

② 管路マッピングシステムの機能強化

市が導入している管路マッピングシステムは、配管図の管理に関する部分のみに対応を限定し

ています。

今後は、漏水時の対応に向けて、管網解析を行いながら、各浄水場の生産量や各地域への合理

的な配水ルートの決定等を行なう水運用システムへの応用などの機能強化を検討します。

１）水運用体制の整備
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③ 自己水源の取水割合の維持

加東市の水道は、自己水源（広沢浄水場、秋津浄水場）と県営水道（三田浄水場、船津浄水

場）からの受水を水源としています。（参照：p.43）

施設管理の効率化の観点から、広沢浄水場の更新に伴い滝野浄水場を廃止しましたが、自己水

源の全体浄水量は、変化していません。

加東市では、どちらか一方の水源に依存することは、災害時などの断水リスクが高まるため、

一方に偏らないバランスの採れた水運用体制を今後も推進します。

④ 配水管網のループ化

配水管の破損事故等による断水リスクの低減については、配水管網をループ化しておくことに

より、断水の発生区域が狭くなり、被害の範囲を極力抑えることが可能となります。

引き続き、配水区域のループ化を推進するとともに、流量計の設置による水量・水圧の監視体

制を強化し、非常時のバックアップ体制をより強固なものとします。

配水池 配水池

図4-1 配水管網のループ化イメージ

流量計設置

流量計設置
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⑤ 緊急時の代替配水を確保する連絡配水管の整備

加東市では、多くの配水池やポンプ所を設置し、水道加入者へ給水しています。下図に示すよ

うに、各施設は、それぞれに固有の給水区域を受け持っていますが、大規模漏水等の緊急時には、

給水区域間を跨いで相互に水融通が出来るよう、連絡配水管の整備を進めてきました。

アセットマネジメント計画に基づき、東条地域の「南山配水池給水区域－秋津配水池給水区

域」及び「永福配水池給水区域－秋津配水池給水区域」において、連絡配水管の整備を計画して

います。ただし、互いに標高差があり、不用意に接続すると赤水発生の要因になりかねないこと

から、慎重に検討を進めます。

図4-2 加東市内の給水区域図（再掲）
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⑥ 広域連携の検討

自然災害及び事故等による大規模な断水の発生など緊急時の対応については、「兵庫県水道災

害相互応援に関する協定」をはじめ、迅速な応急給水体制が構築されています。

また、兵庫県企業庁が資材メーカーらと取り組んでいる「水道緊急資材ネット」では、突発的

な漏水事故等に対応するため、漏水補修器具を中心に資材備蓄されており、水道事業体へ広く提

供が行われています。

緊急時だけでなく、平時から近隣市町との広域対応を想定しておくことも重要であり、各市町

が個別に対応するよりも共同化することで緊急時に対する備えの充実につながることから、様々

な形での広域連携を検討します。

図表挿入予定
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① 施設及び基幹管路の耐震化の推進

令和6年度末時点での基幹管路耐震化率は、35.7％となっており、耐震化計画に基づき事業を

進めることで、本ビジョンの計画最終年度末（令和16年度末）では49.8％となる見込みです。

今後は、基幹管路だけでなく、災害時の避難拠点となるような施設への配水ルート（重要配水

管路）や、漏水事故の多い管路の更新もあわせて行う予定です。更新の際には、耐震性の高いダ

クタイル鋳鉄管や配水用ポリエチレン管を採用します。

わが国では、平成７年に発生した兵庫県南部地震の教訓を踏まえ、平成９年に『水道施設耐震

工法指針』の改定がなされ、水道施設が有すべき耐震性能が見直されました。このため、それ以

前に設計がなされた施設については、現行の耐震基準を満たしていない可能性があることから、

耐震化を進める必要があります。

耐震化されていない水道施設については、順次耐震診断を行っています。耐震性能に課題があ

ると判明した場合は、令和15年度までのスケジュールで補強工事などの対策を行う予定です。

２）耐震化の推進

耐震性の高いダクタイル鋳鉄管（左）と配水用ポリエチレン管（右）

施設名称

秋津浄水場 中区配水池 黒石山配水池 永福配水池

高区3号配水池 平木第2配水池 秋津配水池 湖翠苑加圧ポンプ所

高区4号配水池 上鴨川配水池 南山第1配水池

表4-3 耐震化の対象施設
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また、施設の耐震化に合わせて、配水池への緊急遮断弁の設置を検討します。緊急遮断弁とは、

地震に感応し配水池等の出口付近の弁を閉止することで、タンク内の水の流出を防ぎ、非常時に

おいても一定量の水道水を確保するための装置です。市内では、南山配水池の緊急遮断弁設置が

完了しており、引き続き、高区配水池、中区配水池、滝野配水池、黒石山配水池への導入を検討

します。

南山配水池の緊急遮断弁

中区配水池 滝野配水池
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① 緊急時を想定した訓練の定期的な実施

兵庫県水道災害相互応援に関する協定に基づき、初動体制及び災害対策の体制強化を図るとと

もに、日本水道協会兵庫県支部主催の応急給水訓練に参加しています。

引き続き、災害が発生した場合の適切な行動・迅速な支援活動を行うことができるよう、地域

防災計画に基づく職員行動マニュアルを見直すなど、災害・事故対策の体制整備に取り組みます。

② 緊急時を想定した応急復旧の運用体制

市の防災訓練に参加し、加東市上下水道工事業組合との連携強化を図りました。また、緊急貯

水槽整備を行うとともに、応急資機材の購入や加圧式給水車を導入しました。

また、災害非常時のリスク分散を目的とした集中監視システムのクラウド化については、シス

テムベンダーからセキュリティ技術革新などの情報を収集の上、引き続き慎重に検討を進めます。

３）災害・事故対策の体制整備（予防及び応急復旧対策）

緊急貯水槽（左）と加圧式給水車（右）

図表挿入予定
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③ 水道危機管理マニュアル及び水道業務継続計画（水道BCP）の見直し

災害発生時には、加東市地域防災計画に基づき対応するとともに、緊急時における自治体や民

間事業者との連携も重要となるため、引き続き「兵庫県水道災害相互応援に関する協定」に基づ

く応急復旧の運用体制について、広域連携協議の中で各市町との共同化を踏まえた検討を進めま

す。

具体的な行動計画である『水道危機管理マニュアル』及び『上下水道BCP』については、社会

情勢や事業環境、職員の配置や異動を考慮し、定期的に見直しを行っていきます。

図表挿入予定
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① アセットマネジメント手法による施設・管路の更新

国は、中長期的財政収支に基づき、施設の更新等を計画的に実行し、持続可能な水道を実現し

ていくために、長期的な視野に立ち、水道施設のライフサイクル全体にわたって効率的かつ効果

的に水道施設を管理運営することが必要不可欠であり、これを組織的に実践するアセットマネジ

メント（資産管理）活動の推進を水道事業者に求めています。これを受けて、加東市では、令和

４年度に『施設管路耐震化・更新計画』とあわせて『加東市アセットマネジメント計画』を策定

しました。

今後の更新事業では、単に古くなったものから更新を進めていくのではなく、更新需要の見通

しに基づき立案した「施設管路耐震化・更新計画」の下、水需要の減少に応じた施設の予備能力、

バックアップ施設の有無等を検証した上で、規模の適正化（ダウンサイジング）や統廃合の可能

性など、総合的な視点で取組を進めます。

１）老朽施設・管路への対応

アセットマネジメントの構成と実践サイクル
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① 適正な料金を定期的に検討

水道事業は、「常に企業の経済性を発揮するとともに、その本来の目的である公共の福祉を増

進するように運営されなければならない（地方公営企業法第3条）」という基本原則に基づき経営

されています。また、「地方公営企業の経営に伴う収入をもって充てなければならない（地方公

営企業法第17条の2第2項）」とあり、これは、「水道事業は、税金によらず、使用水量に応じ

てお客様に支払ってもらう料金収入によって運営されなければならない」という、「独立採算制

の原則」を表しています。

近年の料金収入は、ほぼ横ばいで推移しているものの、今後予測される人口減少に伴い、水需

要及び収益の減少が見込まれるため、持続可能で適正な水道料金にしなければなりません。

本ビジョンにおけるアセットマネジメント計画の進捗や水需要の動向を踏まえ、引き続き、適

正な料金について4年ごとに検討します。

２）水道料金の適正化

図表挿入予定
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① 事業投資の平準化

更新事業を実行するにあたり、その実現を可能にする財政的な裏付けと人的リソース（組織内

の労働者がもつ知識、経験、スキル、能力など）の確保が課題になります。

そこで、加東市アセットマネジメント計画の投資事業では、中長期的な財政均衡とそれを実行

するマンパワーのバランスを考慮し、事業計画を平準化することにより、事業の効果と効率性の

最大化を図っています。

昨今の物価や人件費の高騰、金利変動による急激な経済情勢の変化など、将来の見通しについ

ては、予測不能な要因が多いため、定期的に条件及び計画と実績の乖離を確認し、進捗管理を行

います。

② 維持管理の官民連携方針を検討

これまで加東市では、窓口業務及び料金徴収等の業務に加えて浄水場運転管理の民間委託の実

施により、業務の効率化及び人件費の抑制に努めてきました。

今後の人口減少予測に伴う水需要及び給水収益の減少が見込まれる事業環境において、官民連

携は、水道事業の基盤強化を図る上で有効な手段の一つです。国は、水道、工業用水道、下水道

の公共施設を対象とした新しい官民連携である「ウォーターPPP」の導入拡大を図ろうとしてい

ます。ウォーターPPPは、「公共施設等運営事業（コンセッション方式）」と、コンセッション

方式へ段階的に移行するための「管理・更新一体マネジメント方式」をあわせたもので、長期契

約、性能発注、維持管理と更新の一体マネジメント等が特徴です。

先進自治体の事例等を参考に、ウォーターPPPの導入も視野に入れながら、官民連携範囲の拡

大の可能性について調査・研究し、加東市の実情に応じた適切な形態の官民連携を実施します。

３）事業運営の効率化
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③ 広域連携の可能性の検討

水道事業の経営基盤強化の取り組みとして、他事業体との連携（広域化・広域連携）が有効な

手段として活発化しています。

兵庫県では、これまで「兵庫県水道事業のあり方懇話会」（平成28年度）を通じて、県内事業

体の広域連携の在り方について議論がなされてきました。これを受け、平成30年3月には、『兵

庫県水道事業のあり方に関する報告書』が公表され、これは『兵庫県水道広域化推進プラン』

（令和6年3月改定）として位置づけられています。以降、地域別の協議会等でハード、ソフト問

わず、連携の具体化に向け議論を進めており、新たに生まれた実現可能なものについては、順次

実現化されています。

加東市を含む北播磨ブロック（西脇市・小野市・加西市・加東市・多可町）においても、水道

メーターの共同購入などで既に実現した取り組みもあります。（参照：p.35）

今後も人材交流などを含め、可能な範囲から協議を深め広域連携を図っていきます。

図表挿入予定
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① 外部からの派遣専門職員の活用と人材の育成

技術職員が減少する中で、老朽化施設の耐震化等を推進するため、技術職員を確保しなければ

なりません。

現在は、委託事業として、民間企業から水道技術の現場技術員の派遣を受けています。今後も、

職員個々が日常業務の中で現場技術員の技術力を身に付けていくことで、更なる専門的なスキル

アップを図ります。

また、職員は、内部・外部の専門分野研修への積極的な参加で技術力の更なる向上に努めます。

４）技術の継承

① 民間委託業者の指導・育成

維持管理の民間委託については、水道事業の持続性確保及び需要者サービスの維持・向上を図

るため、適切な選定により業務の質を高めていくことが必要です。

そのため、加東市では、営業窓口業務と浄水場の維持管理業務の一部を行ってきました。また、

これまで委託範囲の拡大や見直しを行うとともに、委託者と密接なコミュニケーションによる連

携を強化してきました。

引き続き、官民連携による民間委託を推進していく中で、民間委託事業者の業務遂行状況をモ

ニタリングし、定期的に研修制度等の実施状況や業務マニュアルの確認及び見直しなどの指導・

育成の充実を図ることによって、従事者の更なるスキルアップに努めます。

② 広報・広聴活動の充実

限りある水資源を有効利用する上で、水の大切さや水道事業の役割、仕組み等についての啓

発・ＰＲ活動により、水道利用者の理解を深めるだけでなく、事業運営における信頼を得ること

は重要です。

加東市では、これまでに広報紙及び市のホームページなどの媒体や小学生に対する出前講座の

ほか、水道週間にちなんだイベントを通じて啓発・ＰＲ活動を行っており、引き続き、情報公開

や広報・広聴活動の更なる充実を図ります。

５）需要者サービスの向上
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③ 水道サービスの充実

これまでに水道料金の納付方法の利便性向上のため、口座振替、コンビニエンスストア納付、

クレジットカードやスマートフォンアプリによる決済サービスに加え、令和５年度から水道の開

栓・閉栓等の電子申請を開始しました。

引き続き、水道事業に対する利用者の意識の変化、デジタル推進の動向やニーズを把握・分析

して、今後の水道事業運営に役立てるサービスの充実を図ります。

④ DX（デジタルトランスフォーメーション）に関する取組

加東市では、水道メーターが門戸鍵付きの敷地内のほか、草木、高所及び狭所等に設置されて

いる検針困難地に対して、デジタルメーターに専用の発信機を接続し、通信での自動検針を可能

とする「水道スマートメーター」を実験的に導入しています。

「水道スマートメーター」は、業務の効率化だけでなく、システム拡充による市民サービスの

向上に向けて、非常に高い有用性があります。ただし、従来型に比べて高価格なことが課題なた

め、導入箇所数の拡大等については、引き続き、調査・研究を進めます。

水道スマートメーターの全景
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① 省電力化による地球温暖化対策の推進

CO2排出量を削減するため、施設統廃合や配水区域の切替え等の供給形態の改善による効率的

な設備運転を行い、ランニングコストの縮減を図る取組を行っています。

引き続き、CO2排出量削減に向けて、効率的な設備運転に努めるとともに、技術革新等の動向

を見極めて、クリーンエネルギーなど新技術の採用が可能なものについては、新技術の導入によ

る更なる環境負荷の低減を図ります。

６）環境負荷の低減

図表挿入予定
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① 有収率の向上

有収率は、漏水調査と修繕対応、老朽管更新を継続的に実施してきたことにより、合併時の

81.4％から90％台まで向上しました。

引き続き、漏水の可能性が高いと推定される配水管の重点的な調査を行い、特定した漏水箇所

の修繕を迅速に実施することで、有収率の向上に努めます。

また、2024（令和６）年度に着手した「衛星画像による広域漏水調査」の結果に基づき、従

来検知できなかった地下の漏水箇所についても、詳細調査を進め、順次修繕に取り組みます。

７）水資源の有効利用

図表挿入予定
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① 浄水汚泥の活用

浄水汚泥を天日乾燥し、園芸用土等への再資源化を進めてきました。

公益的サービスの提供者である水道事業体の社会的責務として、引き続き、廃棄物の抑制と再

利用に取り組みます。

② 建設副産物のリサイクル

水道施設の建設工事に伴い発生するアスファルト殻等については、再資源化を図っていますが、

建設残土については、再利用のための需要量や時期の把握が課題となっています。

建設副産物の発生抑制に努めるとともに、再生砕石など再生材の積極的な活用を推進し、施設

の建設時に発生するコンクリート殻、スクラップなどの建設副産物については、適切に分別した

上で再資源化施設へ搬出するなどリサイクル率の向上に努めます。

８）資源循環の推進

浄水汚泥を有効活用し園芸用土に
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「第４章 将来の理想像と施策目標」に示した実現方策の財源的裏付けとなる投資財政計画を公

表します。将来の財政状況の見通しのために財政シミュレーションの作成にあたり、各種条件設

定を行いました。過去5か年の実績値を用いて、各項目によって賃金・物価上昇率を見込んだ値を

採用しました。また、賃金上昇率は消費者物価指数、物価上昇率は人事院勧告の過去5か年の各上

昇率を平均した値を算出し、条件として設定しました。

表5-1 賃金・物価上昇率

表5-2 収益的収入の条件設定

１）財政シミュレーションの条件

項目 賃金 物価

上昇率 0.92％ 1.32%

単位：千円

平均値
水道事業収益
営業収益
給水収益

水道料金 供給単価(R5年度供給単価:213.74円/m3）×有収水量 別途算出 876,618 ●

受託工事収益
受託工事収益 見込まない 0 0 ● ●

その他営業収益

手数料
人口の増減に連動
（前年度比人口増減率×前年度手数料）

別途算出 33,634 ●

雑収益 見込まない 0 1 ● ●
他会計負担金 最新実績 4,165 4,149 ● ●

営業外収益
受取利息及び配当金
預金利息 最新実績 822 3,381 ● ●
有価証券利息 見込まない 0 3,228 ●

分担金

加入分担金
人口の増減に連動
（前年度比人口増減率×前年加入分担金）

24,740 26,922 ● ●

長期前受金戻入
長期前受金戻入 予定額 別途算出 290,967 ●
長期前受金戻入（新規） 固定資産台帳上の各資産の耐用年数に準じる 別途算出 0 ●

国庫補助金
国庫補助金 見込まない 0 806 ● ●

雑収益
消費税及び地方消費税還 見込まない 0 29 ● ●
その他雑収益 見込まない 0 1,032 ● ●

他会計補助金
他会計補助金 見込まない 0 143,246 ● ●

特別利益
過年度損益修正益
過年度損益修正益 見込まない 0 14 ● ●
資産台帳整理 見込まない ●

その他特別利益
固定資産売却益 見込まない 0 1,779 ● ●
その他特別利益 見込まない 0 0 ● ●

賃金物価
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表5-3 収益的支出の条件設定
単位：千円

平均値
水道事業費用
営業費用
原水及び浄水費
備消品費 平均値 335 335 ● ●
燃料費 平均値 0 0 ● ●
光熱水費 平均値 7 7 ● ●
委託料 平均値 49,540 49,540 ● ●
使用料 平均値 901 901 ● ●
賃借料 予算値 0 333 ● ●
修繕費 見込まない 0 7,030 ● ●
動力費 R6予算単価×配水量 4.44 20,432 ● ●
薬品費 R6予算単価×配水量 0.64 1,673 ● ●
材料費 平均値 212 212 ● ●
負担金 平均値 33,586 33,586 ● ●
受水費 R6以降受水単価値下げ 別途算出 345,181 ●

配水及び給水費
給料 予算値 3,137 2,540 ● ●
手当 予算値 1,541 1,518 ● ●
法定福利費 予算値 768 790 ● ●
備消品費 平均値 95 95 ● ●
委託料 平均値 6,464 6,464 ● ●
使用料 平均値 2,565 2,565 ● ●
賃借料 予算値 188 227 ● ●
修繕費 平均値 36,988 36,988 ● ●
動力費 R6予算単価×配水量 2.05 10,118 ● ●
材料費 平均値 1,235 1,235 ● ●
負担金 平均値 6 6 ● ●
賞与引当金繰入額 予算値 412 373 ● ●
法定福利費引当金繰入額 予算値 83 74 ● ●

受託工事費
修繕費 平均値 0 0 ● ●

総係費
給料 予算値 20,121 18,165 ● ●
会計年度任用職員給 予算値 3,647 2,075 ● ●
手当 予算値 13,938 11,331 ● ●
会計年度任用職員手当 予算値 1,462 475 ● ●
賃金 予算値 0 199 ● ●
法定福利費 予算値 7,337 5,959 ● ●
旅費 平均値 115 115 ● ●
報酬 予算値 144 120 ● ●
備消品費 平均値 1,144 1,144 ● ●
燃料費 平均値 117 117 ● ●
印刷製本費 平均値 1,632 1,632 ● ●
通信運搬費 平均値 3,160 3,160 ● ●
委託料 平均値 86,409 86,409 ● ●
手数料 平均値 1,039 1,039 ● ●
使用料 平均値 906 906 ● ●
賃借料 予算値 2,810 2,719 ● ●
食糧費 見込まない 0 1 ● ●
保険料 予算値 819 660 ● ●
負担金 平均値 650 650 ● ●
修繕費 平均値 234 234 ● ●
賞与引当金繰入額 予算値 2,786 2,574 ● ●
貸倒引当金繰入額 予算値 668 1,099 ● ●
法定福利費引当金繰入額 予算値 561 509 ● ●
公課費 平均値 52 52 ● ●

減価償却費
有形固定資産減価償却費 予定額 別途算出 471,070 ●
無形固定資産減価償却費 予定額 別途算出 4,422 ●
減価償却費（新規） 固定資産台帳上の各資産の耐用年数に準じる 別途算出 0 ●

資産減耗費

固定資産除却費
当年度建設改良費の2.452％を計上 ※R6のみ上記とは別に97,625,308円を合せて
計上

2.452% 74,567 ● ●

たな卸資産減耗費 平均値 0 0 ● ●
営業外費用
支払利息及び企業債取扱諸費
企業債利息 予定額 別途算出 7,143 ●
企業債利息（新規） 利率：1.8％、償還期間30年、据置5年 別途算出 0 ●
一時借入金利息 見込まない 0 0 ● ●
リース資産支払利息 見込まない 0 0 ● ●

雑支出 ー
その他雑支出 平均値 144 144 ● ●
3条特定収入消費税 見込まない ●

消費税及び地方消費税 ー
消費税及び地方消費税 見込まない 0 0 ● ●

特別損失
過年度損益修正損
過年度損益修正損 平均値 2,088 2,088 ● ●
資産台帳整理 見込まない ●

その他特別損失
その他特別損失 見込まない 0 9,466 ● ●

予備費
予備費
予備費 見込まない 0 0 ● ●

損益

賃金物価

上昇率見
込
ま
な

い

そ
の
他

一定基準額節目項款 将来値設定条件 2019～2023年度

将来値条件
最
新
実
績

予
算
値

平
均
値

第５章ロードマップ



80

表5-4 資本的収入の条件設定
単位：千円

平均値
資本的収入
企業債
企業債
企業債 建設改良費×起債比率(出資金・補助金差引額の100％） 別途算出 295,780 ●

負担金
負担金
負担金 見込まない 0 2,189 ● ●
工事負担金 見込まない 0 5,226 ● ●
施設整備負担金 見込まない 0 804 ● ●

出資金
他会計出資金
一般会計出資金 R5に1000千円を計上する 別途算出 7,969 ●

補助金
国庫補助金
国庫補助金 見込まない 0 78,991 ● ●

固定資産売却代金
固定資産売却代金
固定資産売却代金 見込まない 0 54 ● ●

そ
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単位：千円

平均値
資本的支出
建設改良費
建設改良費
建設改良費 更新需要を反映 別途算出 848,988 ●

浄水設備費
委託料 更新需要に含む 別途算出 0 ●
負担金 更新需要に含む 別途算出 5,094 ●
工事請負費 更新需要に含む 別途算出 28,700 ●

配水設備費
給料 予算値 3,230 636 ● ●
手当 予算値 2,286 412 ● ●
法定福利費 予算値 1,004 192 ● ●
委託料 更新需要に含む 別途算出 6,809 ●
負担金 更新需要に含む 別途算出 76 ●
工事請負費 更新需要に含む 別途算出 40,490 ●
賞与引当金繰入額 予算値 425 83 ● ●
法定福利費引当金繰入額 予算値 86 17 ● ●

営業設備費
委託料 更新需要に含む 別途算出 0 ●
量水器設置費 更新需要に含む 別途算出 54 ●

固定資産購入費
備品購入費 更新需要に含む 別途算出 0 ●

企業債償還金
企業債償還金
企業債償還金 予定額 別途算出 28,452 ●
企業債償還金（新規） 利率：1.8％、償還期間30年、据置5年 別途算出 0 ●

返還金
返還金
国庫補助金返還金 見込まない 0 795 ●

予備費
予備費
予備費 見込まない 0 0 ● ●

差額
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表5-5 資本的支出の条件設定
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２）財政シミュレーションの結果

前項の条件設定により、将来の財政シミュレーションを行いました。表5-6は、2025（令和

7）年度～2034年（令和16）年度の財政シミュレーションとなります。

作成中

単位：千円 基準年度 2 3 4 5 6 7 8 9 10
2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度
R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

水道事業収益 1,391,598 1,392,114 1,394,239 1,477,614 1,475,114 1,470,430 1,472,968 1,467,981 1,462,024 1,456,700
営業収益 1,138,804 1,141,652 1,147,506 1,231,941 1,234,948 1,237,788 1,243,003 1,241,423 1,239,998 1,241,691
給水収益 1,091,431 1,094,474 1,100,523 1,185,153 1,188,355 1,191,388 1,196,849 1,195,517 1,194,337 1,196,275
その他営業収益 47,373 47,178 46,983 46,788 46,593 46,399 46,154 45,906 45,661 45,416

営業外収益 252,794 250,463 246,732 245,673 240,166 232,643 229,965 226,558 222,026 215,009
受取利息及び配当金 822 822 822 822 822 822 822 822 822 822
分担金 24,644 24,533 24,422 24,311 24,200 24,089 23,949 23,808 23,668 23,528
長期前受金戻入 227,327 225,107 221,488 220,540 215,144 207,731 205,194 201,927 197,536 190,659

特別利益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
水道事業費用 1,325,599 1,328,608 1,338,737 1,356,191 1,367,220 1,389,493 1,419,980 1,441,568 1,433,083 1,415,966
営業費用 1,300,489 1,303,882 1,314,231 1,332,024 1,342,425 1,362,382 1,386,217 1,403,160 1,394,049 1,374,379
原水及び浄水費 469,172 470,333 471,593 472,615 473,822 475,043 476,344 477,481 477,448 477,502
配水及び給水費 66,682 67,572 68,507 69,351 70,275 71,210 72,184 73,097 73,143 73,224
総係費 153,263 155,050 156,860 158,691 160,544 162,421 164,320 166,242 166,741 167,245
減価償却費 590,039 587,344 595,479 614,239 621,991 631,007 654,606 672,410 661,035 639,923
資産減耗費 21,332 23,582 21,793 17,129 15,792 22,701 18,764 13,930 15,682 16,484

営業外費用 23,023 22,638 22,419 22,079 22,707 25,023 31,675 36,321 36,946 39,500
支払利息及び企業債取扱諸費 22,879 22,494 22,275 21,935 22,564 24,879 31,531 36,177 36,802 39,356
雑支出 144 144 144 144 144 144 144 144 144 144

特別損失 2,088 2,088 2,088 2,088 2,088 2,088 2,088 2,088 2,088 2,088
過年度損益修正損 2,088 2,088 2,088 2,088 2,088 2,088 2,088 2,088 2,088 2,088

予備費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
予備費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

損益 65,998 63,506 55,501 121,423 107,893 80,937 52,988 26,413 28,942 40,734

資本的収入 142,588 149,594 139,415 106,666 162,866 419,997 309,128 86,362 194,182 204,008
企業債 0 0 0 66,585 162,866 419,997 309,128 86,362 194,182 204,008
企業債 0 0 0 66,585 162,866 419,997 309,128 86,362 194,182 204,008

負担金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
出資金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
他会計出資金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

補助金 142,588 149,594 139,415 40,081 0 0 0 0 0 0
固定資産売却代金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資本的支出 896,132 982,152 927,594 769,120 719,784 1,018,107 858,506 662,355 734,809 770,637
建設改良費 877,144 968,988 896,079 705,929 651,464 933,328 772,819 575,749 647,273 680,027
建設改良費 869,983 961,761 888,786 698,569 644,035 925,831 765,253 568,114 639,568 672,251
配水設備費 7,161 7,227 7,293 7,360 7,428 7,496 7,565 7,635 7,705 7,776

返還金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
企業債償還金 18,987 13,165 31,515 63,190 68,321 84,780 85,687 86,606 87,536 90,609
企業債償還金 18,987 13,165 31,515 63,190 68,321 84,780 85,687 86,606 87,536 90,609

予備費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
予備費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

差引 (753,544) (832,558) (788,179) (662,454) (556,918) (598,110) (549,378) (575,993) (540,627) (566,629)
単位：千円

損益勘定留保資金① 384,044 385,820 395,783 410,828 422,640 445,977 468,176 484,413 479,181 465,748
損益② 65,998 63,506 55,501 121,423 107,893 80,937 52,988 26,413 28,942 40,734
資本的収支不足額③ (753,544) (832,558) (788,179) (662,454) (556,918) (598,110) (549,378) (575,993) (540,627) (566,629)
消費税資本的収支調整額④ 79,301 87,646 81,014 63,724 58,768 84,388 69,792 51,872 58,370 61,344
差し引き①+②+③ ④ (224,200) (295,586) (255,880) (66,479) 32,383 13,192 41,579 (13,295) 25,867 1,198
資金残高 1,882,492 1,586,906 1,331,026 1,264,547 1,296,930 1,310,122 1,351,700 1,338,405 1,364,272 1,365,469
資金残高-損益勘定留保資金 1,498,448 1,201,087 935,243 853,719 874,290 864,145 883,524 853,992 885,090 899,721
当年度未処分利益剰余金(又は欠損) 6,476,215 6,539,721 6,595,222 6,716,645 6,824,538 6,905,475 6,958,464 6,984,877 7,013,818 7,054,553

給水人口 39,456 39,278 39,100 38,922 38,744 38,567 38,343 38,117 37,893 37,669
年間有収水量 5,106,350 5,120,585 5,148,888 5,134,090 5,147,960 5,161,100 5,184,756 5,178,985 5,173,875 5,182,270
料金回収率 99.6% 99.4% 98.7% 104.6% 103.3% 101.0% 98.7% 96.6% 96.8% 97.8%
給水原価 214.67 215.10 216.58 220.79 223.39 228.57 233.90 238.96 238.40 236.04
供給単価 213.74 213.74 213.74 230.84 230.84 230.84 230.84 230.84 230.84 230.84
料金改定率 0% 0% 0% 8% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

起債比率 0% 0% 0% 10% 25% 45% 40% 15% 30% 30%
資金残高（再掲） 1,882,492 1,586,906 1,331,026 1,264,547 1,296,930 1,310,122 1,351,700 1,338,405 1,364,272 1,365,469
損益（再掲） 65,998 63,506 55,501 121,423 107,893 80,937 52,988 26,413 28,942 40,734
企業債残高 1,987,367 1,974,202 1,942,687 1,946,081 2,040,626 2,375,844 2,599,285 2,599,041 2,705,687 2,819,086
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表5-6 財政シミュレーション（2025（令和7）年度～2034年（令和16）年度）
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調整中
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作成中
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あ行

あせっとまねじめんと

アセットマネジメント

直訳すると資産管理。中長期的な視点から、水道施設のライフサイクル全体にわたって効率

的かつ効果的に水道施設を管理運営する体系化された実践活動のこと。この活動を通じ、資

産と財政双方の健全性を保つ取り組みを進めていきます。

あーるしー

RC

（Reinforced Concrete＝鉄筋補強コンクリート）の略。コンクリートの中に鉄筋を埋め込

んで、一体化することにより、コンクリートの弱点である引っ張り方向への強度を補うよう

にしたものです。

いちにちさいだいきゅうすいりょう

一日最大給水量
一日の給水量のうち、年間で最大となった日の給水量のことです。

いちにちへいきんきゅうすいりょう

一日平均給水量
年間の総給水量を年日数（365、うるう年は366）で除した値のことです。

うぉーたーぴーぴーぴー

ウォーターPPP

えんかびにるかん

塩化ビニル管

VP管やVU管など多数の種類があります。扱いやすく安価であるため、古くから水道管とし

て使用されてきました。加東市においても多数のVP管が布設されていますが、老朽化が進み

耐震性もないことから、順次取替更新を進めています。

か行

かっせいたんしょり

活性炭処理
浄水処理で用いる処理方法の一つで、水に異臭がある場合に使用します。活性炭に臭いを吸

着させ、沈殿池で活性炭を処理することで、臭いを除去できます。

かんみんれんけい

官民連携

PPPと略される。官公（Public）と民間（Private）が連携（Partnership）して事業を行う

こと。国内の水道事業においても新たな経営手法の一つとして導入が進んでいます。具体例

としては、設計施工を一体で行うDB（Design Build）方式などがあります。

きぎょうさい

企業債
地方公営企業が建設改良資金に充てるために起こす債務のことです。

きゅうすいげんか

給水原価
水道水1 を供給するために要した製造単価のこと。供給にかかった費用を年間有収水量で

割った値となります。

きゅうそくろか

急速ろ過

浄水方法の一種で砂や砂利を使って水中の不純物を除く方法です。化学薬品等による前処理

が必要ですが、緩速ろ過と比較して、施設の設置面積を小さくできるなどのメリットがあり

ます。

きょうきゅうたんか

供給単価
水道水1 当りの販売単価のこと。水道料金収入を年間有収水量で割った値となります。

けいえいせんりゃく

経営戦略
将来にわたって安定的に事業を継続していくための中長期的な経営の基本計画です。策定後

も定期的に見直しを行い、経営基盤強化と財政マネジメントの向上を図ります。

けいかくきゅうすいじんこう

計画給水人口
事業認可において定める計画上の給水人口のことです。

けいじょうしゅうしひりつ

経常収支比率
企業の財務状況を測る代表的な指標の一つです。日々の経営活動による収入で当期の運営資

金を賄えているかを判断するためのもの。（経常収支比率=経常収入÷経常支出）

げんかしょうきゃく

減価償却
固定資産の経年に伴い減少していく価値を、その目減り分を経費として計上することです。

けんせつかいりょうひ

建設改良費
企業の固定資産の新規取得又は増改築等に要する経費のことです。
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さ行

じーあいえす

GIS
地理情報システム（Geographic Information System）の略で、電子地図上に情報を重ね、

編集・検索・分析・管理などを行えるシステムのことです。

じぎょうとうごう

事業統合
加東市においては、旧町それぞれで独立していた3事業を統合し、平成20年から新たに「加

東市水道事業」として運営しています。

しほんてきしゅうし

資本的収支
企業の将来の経営活動に備えて行う建設改良及び建設改良に係る企業債償還金などの支出、

並びにその財源となる収入のことです。

しゅうえきてきしゅうし

収益的収支
企業の一事業年度の経営活動に伴い発生した、全ての収入とそれに対応する全ての支出のこ

とです。

じょうすいじょう

浄水場
河川や井戸等から取水した原水を、水道水として利用できるように処理する場所。浄水方法

にも原水水質や土地環境によって、それぞれに適した様々な方法があります。

しんすいどうびじょん

新水道ビジョン

人口減少社会の到来、多発する自然災害など社会環境の変化を受け、水道事業を管轄する厚

生労働省が平成25年3月に策定したもの。50年後、100年後の将来を見据え、水道の理想

像を明示するとともに、取り組みの目指すべき方向性やその実現方策、関係者の役割分担を

提示しています。

そうすいかん

送水管
水道管のうち、浄水施設から配水施設（配水池）までをつなぐ管のことです。

そうとりはろめたん

総トリハロメタン

トリハロメタンのうちクロロホルム・ブロモジクロロメタン・ジブロモクロロメタン・ブロ

モホルムの4物質を合わせたもので、トリハロメタンに発がん性の恐れがあるため、水質基準

値が0.1㎎/L以下であることが定められています。

そんえきかんじょうりゅうほしきん

損益勘定留保資金
資本的収支の補填財源の一つ。減価償却費など、実際の現金支出を必要としない費用の計上

により、企業内部に留保される資金のことです。

た行

たいしんしんだん

耐震診断

わが国では、平成7年の兵庫県南部地震の教訓を踏まえ、平成9年に「水道施設耐震工法指

針」の改定がなされ、水道施設が有すべき耐震性能が見直されました。そのため、それ以前

に設計がなされた施設については、耐震性の有無を判断するための調査が必要です。

だうんさいじんぐ

ダウンサイジング
従来のものよりも小型にすることで、水道事業では、施設規模の縮小や水道管の縮径などを

指して使用します。

だくたいるちゅうてつかん

ダクタイル鋳鉄管
材料にダクタイル鋳鉄を用いた水道管のことです。従来の鋳鉄管よりも強度に優れており耐

震性能もあるため、令和６年度時点では、多くの水道事業体で採用されています。

ちいきぼうさいけいかく

地域防災計画

災害対策基本法に基づいて作成される「防災基本計画」を基に、都道府県及び市町村が作成

する防災計画のことです。地域の実情に即した災害対策や災害が発生した場合の対処方法な

どが記載されています。

ちょうきまえうけきんれいにゅう

長期前受金戻入
過去に補助金を受けて取得した資産に対応する減価償却見合い分を順次収益化したものです。

でぃーえっくす

DX
デジタルトランスフォーメーション（Digital Transformation）の略で、デジタル技術を活

用し、ビジネスやサービスを変革することです。

でぃーびー

DB

設計施工一括発注方式（Design-Build方式）の略で、官民連携方式の一手法です。従来の設

計と施工を切り離して発注する方法とは異なり、一括して発注するため、工期の短縮やコス

ト削減を期待できます。

どうすいかん

導水管
水道管のうち、取水施設から浄水施設（浄水場）までをつなぐ管のことです。
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な行

にんか

認可
水道事業は、その経営にあたり、水道法に基づいて厚生労働大臣の認可を要します。事業の

創設や統合、給水区域の拡張、浄水方法の変更など、必要に応じて認可申請を行います。

は行

はいすいかん

配水管
水道管のうち、配水施設から各家庭までをつなぐ管のことです。

はいすいち

配水池
水道施設のうち、浄水された水道水を一時蓄えておくための施設です。一般に住居地域より

も標高の高い場所にあり、位置エネルギーを利用して各家庭へと配水します。

はいすいようぽりえちれんかん

配水用ポリエチレン管

ぴーしー

PC

プレストレス・コンクリート（Prestressed Concrete）の略です。鉄筋コンクリートより

も後発で、PC鋼材と呼ばれる部材を中に入れて、コンクリート部材に荷重が働く前に逆方向

の力がかかったような状態にします。これにより荷重を受けるときに、コンクリートに引っ

張る力が発生しないように造られたもの。

びーしーぴー

BCP

事業継続計画（Business Continuity Plan）と略です。企業や団体が、自然災害やサイバー

攻撃など緊急事態に遭遇した場合、被害を最小限で抑え、中核事業の継続・早期復旧を可能

とするために、平常時に行うべきことや緊急時における事業継続方法を取り決めておく計画

のことです。

ぴーぴーぴー/ぴーえふあい

PPP/PFI

PPP（官民連携事業の総称）の一手法で、PFI（Private Finance Initiative）とは、公共施

設等の整備に際し、従来のように公共団体が設計・建設・運営等の方法を決め、バラバラに

発注するのではなく、どのような設計・建設・運営を行えば最も効率的かについて、民間事

業者に提案競争させ、最も優れた民間事業者を選定し、設計から運営までを行わせ、資金調

達も自ら行ってもらう制度のことです。

ひょうりゅうすい

表流水
地球上にある水のうち、河川や湖沼のように水が地表面にあるもののことです。

ぶーすたーぽんぷ

ブースターポンプ

配水管から建物に引き込まれる給水管に受水槽を経由せず、増圧装置（ブースターポンプ）

を取り付けて、蛇口まで給水する方法です（直結増圧式給水）。これにより受水槽の清掃や

保守が不要になるメリットがあります。

ま行

みずあんぜんけいかく

水安全計画

水源から給水栓に至るまでの水道システム全体において存在する危害を抽出・特定し、それ

らを継続的に監視・制御することによって信頼性の高い水道水の供給を目的とする包括的な

行動計画です。
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や行

ゆうしゅうすいりょう

有収水量
料金徴収の対象となった水量のことで、公共用途や消防用水など、料金徴収しないものは、

含みません。

ゆうしゅうりつ

有収率
給水量全体に対する、料金徴収の対象になった水量の比率のことで、一日平均有収水量÷一

日平均給水量で表されます。

ゆうきふっそかごうぶつ

有機フッ素化合物

ゆうこうすいりょう

有効水量

有収水量＋無収水量で定義される有効に給水された水量のことで、有収水量、公共用途水量

や消防用水等の無収水量を含みます。（≠無効水量：漏水量等、有効に給水されなかった水

量）

ゆうこうりつ

有効率
給水量全体に対する、有効に使用された水量の比率のことで、一日平均有効水量÷一日平均

給水量で表されます。

ら行

りえきじょうよきん

利益剰余金
企業が経営活動によって生み出した利益を積み立てたお金のことです。水道事業では、資本

収支不足に対する補填金として必要に応じ充てています。

りょうきんかいしゅりつ

料金回収率
供給単価÷給水原価で計算される率のことです。



６-２ 経営比較分析表

第６章参考資料編

90

経営比較分析表とは、経営指標の経年比較や他の公営企業との比較を行い、経営上の現状や課

題を的確に把握する目的のため、毎年作成し、総務省及び各都道府県がとりまとめて公表を行っ

ているものです。 以下に、令和４年度分の経営比較分析表をその分析結果とともに示します。ま

た、グラフ中の平均値とは、類似団体区分の平均値であり、給水人口規模3.0万人以上5.0万人未

満の団体を指す。
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経営の健全性・効率性について

①経常収支比率は、100％を上回っており、給水収益等で維持管理費や支払利息等の費用を賄え

ていることから、収支が健全な水準にある。建設改良工事の進捗に伴い、固定資産除却費が増加

したことにより、指標値が前年度に比べて6.42ポイント減少した。

③流動比率は、一般的な適正比率200％以上を維持しており、現金収支における資金の安全性を

保つことができている。流動負債である建設改良工事の未払金の減少により、指標値が前年度と

比べ54.64ポイント増加した。

④企業債残高対給水収益比率は、類似団体平均値と比べて低い状態が続いている。令和2年度か

ら浄水場統合整備事業の財源に企業債を充てているため、増加している。

⑤料金回収率は、水道料金減免に伴う給水収益の減少により、100％を下回っているが、水道料

金減免に伴う収益減少分の財源には、一般会計からの繰入れによる補助金を充てることができた

ため経営への影響はない。建設改良工事の進捗に伴う固定資産除却費の増加により、指標値が前

年度と比べて5ポイント減少した。

⑥給水原価は、建設工事の進捗に伴う固定資産減耗費が増加したため、前年度と比較して13.47

円増加している。

⑦施設利用率は、類似団体平均値と比較して高い値であり、一定の余裕を残して安定した推移と

なっている。

⑧有収率は、類似団体平均値と比較して高い値となっている。

全体総括

施設の老朽化に伴う更新需要の増大や将来の人口減少予測による料金収入の減少が見込まれるた

め、定期的に適切な料金体系を検討し、収益確保の方策を立てるとともに、アセットマネジメン

トに基づき投資費用を平準化することにより、安定した経営を維持する。

引き続き当市水道ビジョン及び経営戦略に掲げた施策目標である「安全」「強靭」「持続」の達

成に向けて、中長期的な視線に立ち、効率的かつ効果的に事業を管理運営する。

老朽化の状況について

①有形固定資産減価償却率は、建設改良工事の進捗により、浄水場の更新が進んだため、指標値

が類似団体平均値に比べて低くなったが、②管路経年化率は、類似団体と同水準で施設の老朽化

が進み、上昇傾向にある。

③管路更新率は、前年度に比べて0.33ポイント上昇しているが、管路の更新においては、大口径

の基幹管路を優先し、重要度等を判断しながら計画的に更新を進めている。
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平成17年に社団法人日本水道協会は、「水道事業ガイドライン」を制定し、全国の水道事業者

を対象とした、水道事業のサービス内容を共通指標によって数値化する手法を構築しました。そ

の後、平成28年に社団法人日本水道協会規格（JWWA Q 100:2016）として改正され、「安

全で良質な水」「安定した水の供給」「健全な事業経営」の3つの目標を柱として業務指標

（Performance Indicator）が設定されています。

この規格の制定により、複雑でわかりにくいとされている水道事業の内容を業務指標により明

らかにすることができ、経年的な事業内容の変化の把握や、他の水道事業体との比較が可能にな

りました。

本ビジョンの策定に際して、国内の計画給水人口30,000～50,000人となる同規模196事業

体との比較を行いました。このうち代表的な指標について参考資料として明示します。なお、数

値データは、令和３年度時点の比較になります。

作成中
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作成中


